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就学前教育における「保育」概念の変遷（その２）
－－「保育所の幼稚園化」をめぐって－－
君島 茂
抄 録
戦後、幼児保育の一元化の議論が持ち上がったとき、問題の基底にあったのが「保育」と「教育」
の関係であった。
この問題について、教育刷新委員会委員の倉橋惣三は「保育は教育である」との立場から、四歳児
以上は文部省のもとに一元化することが望ましい、と主張した。一方、厚生省は、保育所は幼稚園と
社会的役割が異なるのだから、保育内容は幼稚園の保育内容による必要はない主張として、児童福祉
法に基づく児童福祉施設と位置づけた。
その結果、1947 年以降、幼児保育は二元制度として出発することになった。しかし、成長発達の
過程にある幼児の保育は、幼稚園であれ保育所であれ、教育的内容を求められる。また、地域に保育
所しかない場合、「保育に欠ける」わけでなくても子どもは保育所に入所してくる。このような「保
育所の幼稚園化」傾向は、保育所の本来の機能からはずれるもので、1960 年以降、幼・保二元制度
があらためて問われることになる原因となった。
まえがき
前号掲載の（その 1）では、もともと幼稚園教育に使用されていた「保育」という言葉が、大正期
になって託児所が保育所を自称するようになり、それを厚生省が追認するにいたって、その意味内容
に揺らぎが生じ、文部・厚生両省の権限争いの淵源となったことを、文献を通して跡付けた。
今回は、それに引き続き、戦後改革の過程で、当初めざされた幼児保育一元化の試みが両省間の調
整不足もあって挫折し、幼児保育が幼稚園と保育所に二元化され、固定化されていく過程を、当時の
文献資料をもとに跡付けてみたい。
１．幼稚園への一元化論
上に述べたように、戦後における幼児保育の問題は、制度の一元化をめぐる問題として出発した。
当時の政府は、「新日本建設の支柱足たるべき乳幼児の保育問題は、現下最も緊急を要する問題の
一であり、……特に次の諸点に関し強力なる施策の行はれることを望む」として、「乳幼児保育施設
の普及」に加えて「乳幼児保育施設の一元化」をあげている。（第 90 回帝国議会衆議院建議委員会会
議録、1946 年 9 月 19 日）この時、政府委員として説明に立った勝俣稔（厚生事務官）は、一元化問
題について次のように述べている。
乳幼児ノ保育施設ノ一元化ノ問題ニ付キマシテ、保育ノ問題ハ厚生省ト致シマシテ十分ナ責任
ヲ持ツテ居ルヤウナ次第デゴザイマス、幼稚園ノ方面ノ教育ノ問題ニ付テハ文部省ノ関係ガゴザ
イマシテ、之ヲ一元化シロト云フ御話デゴザイマスガ、……各々其ノ特徴ヲ具備セシメヨウトシ
テ居ル為ニ現在ニ於テハ一元化シテ居リマセヌ、併シナガラ御説ノ趣旨モアル次第デゴザイマス
カラ関係官庁ト密ニ連絡ヲ執リマシテ、偏重シナイヤウニ致シタイト考ヘテ居ルヤウナ次第デア
リマス1
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ここでいう関係官庁とは幼稚園を所管する文部省（当時）のことであるが、ちょうどこの時期、教
育刷新委員会の第二特別委員会で、幼稚園制度の戦後におけるあり方が議論されていた。議論のオピ
ニオンリーダーは、東京女子高等師範学校教授だった倉橋惣三である。同委員会における倉橋の主張
は、次のようなものであった。
［幼稚園を］単なる厚生施設というような意味でなく、学校としての教育体系の中にしっかり
入るようにしたい。……先ず就学前二箇年を……凡ゆる日本の子供に均霑させたいのであります
が、併しせめて上の一年即ち就学前一箇年だけはいろいろな事情が許されるならば義務制にして
一人残らずがその教育効果を受けるようにした方がよいのじゃないかと考えます。……但し満四
歳以下の者につきましては所謂厚生施設として、厚生省なり適当なる所管のもとに管理充実さる
べきものであろうと思う。即ち同年齢の者を横に切って二つの扱を区別することをやめまして、
年齢別を縦に切って満四歳以上は文部省所管の学校体系に入れる。それ以下は厚生施設として取
扱う。2
殊に就学前一年乃至二年というものは勿論色々な厚生施設として保護して行く必要があります
が、併し厚生施設としての保護で終わるものでなく、必ず是は幼児教育としての任務を持ってお
るところでありますから、是等を一元的に文部省の所管とすることが適当であろうと考えられる
のであります。3
倉橋が考える幼児教育制度のあり方は、四歳児未満の子どもは厚生省の所管下で、四歳児以上は文
部省の所管で保育されるべし、というものであった。ただし、その際、四歳児以上の就学前二年の教
育をになう機関は、厚生施設としての保護をも行う新しい形態のものでなければならない、というの
である。
若しも満四歳から六歳迄の子供をそういう風に総て一元的に取扱としたならば、学校体系の中
にあるとは申しますけれども、この幼弱なる年齢に於きましては保護的な必要が非常に多いので
あります。……更に又保護することそのことが、即ち幼児教育の一つの大きな方法であり、本質
であることにもなるのでありまして、……若し全国の子供を一元的所管の下の施設の中に入れる
としますれば、そういう点を十分採入れて保護的性質の仕事もその中に行われ、又それを以て行
われる教育的任務、目的というものが、十分にどんな子供にも適用せられるような意味の幼稚園
令を作る必要があると思うのであります。4
こうした倉橋の考えは、なにもこの時期に始まったものではない。倉橋は、戦前期に保育関係者に
向けて執筆した論稿の中で、すでにそうした考えを披瀝していた。
保育というのは、教育というのと、どう異なり、どう通ずるのか。これはしばしば持ち出され
る問題である。しかもただに言葉の使い方としてでなく、……行政的にさえ、いろいろの問題を
生ぜしめる。いうまでもなく、保育は教育である。未熟者のいるところ、教育なきはなく、未発
達者に対すること、教育ならざるはあり得ないのである。……ただしかし、教育は、その意図に
於て同一であっても、対象に応じて、それぞれの様態を異にし、そこから、教育のそれぞれの特
色を生じ来る。しかしてその相違は、教育を生活から、どの位純化して取り扱い得るかという点
にかかる。幼児の場合、教育の純化は不可能であり、不自然である。そこには、最もナマな生活
に触れ、また、それを通してのみ行なわれる教育があるだけである。ともに遊ぶことなしに教育
は行なわれない。身辺の行き届いた保護撫育を与うることなしに教育は行なわれない。5
一体に、教育といえば精神を、保育といえば身体をといった風の考え方が、どうも取り去られ
ない。……保育は、身体に関する点が多い。しかもそれは、身体を対象にし、また、身体を通し
て人間を対象としている教育、それこそいうところの全人教育なのである。6
就学前の一年義務制問題について手続き上の不備から再審議した第二特別委員会（1946.12.11）で、
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倉橋は、就学前二年間を幼稚園に一元化するに当たっては、その教育のあり方を見直さなければなら
ないことを改めて強調している。
［幼稚園令を］改正する場合に於ては今のような幼稚園とは趣が違って来る。即ち託児所的性
質が多分に入って来ます。そうなったならば満四才から六歳に至る二ヶ年というものは教育系統、
学校体系の中に入れて文部省の所管に一元するということを先ず決めたい。そうして幼稚園の上
の一年を……義務制にしたい。7
敗戦後の廃墟の中で、就学前の保育制度の一元化に向けた議論が持ち上がったときに、問題の基底
にあったのが「保育」と「教育」の関係であった。
この問題について、倉橋は「保育は教育である」と端的に規定している。幼児期の子どもにとって、
「ナマな生活」すべてが教育の過程なのである。倉橋のいう「教育の純化」とは聞きなれない表現だ
が、子どもを取り巻く自然環境や社会環境を概念化し、教材化し、知識として教授することを指して
いるのであろう。幼児期の教育は、そのような教科となる以前の、未分化なままの世界との触れ合い、
直接的な経験を通しての心身の発達をうながす営みとして捉えることができる。もちろん、この時期
の子どもは「幼弱なる年齢」にあるのだから、「保護的な必要」や「身辺の行き届いた保護撫育」が
求められるのは当然としても、単に「厚生施設としての保護で終わる」ものではなく、「幼児教育と
しての［固有の］任務を持っておる」のである。したがって、文部省の所管のもとに一元化すべきで
ある、というのが倉橋の主張するところであった。
こうした倉橋の理論展開にもかかわらず、幼稚園への一元化は実現しなかった。学校教育法は、
1947 年 3 月 31 日に成立した。厚生省と一元化へ向けて折衝にあたった坂元彦太郎（当時文部省初等
教育課長、のちお茶の水女子大学教授）は、衆議院教育基本法案委員会の席で、次のように述べている。
託兒所と幼稚園とを一元化したらどうかということはその方面の當事者たちの輿論でございま
して、私どももちようど學校教育法なり、あるいは厚生省で兒童福祉法というものが計畫されて
おるようでございますが、それをつくるときに、兩者で十分に話合つたのであります。何とかし
て一元化できないかということを話合つてみたのでございますが、しかしいずれも大體似たよう
な勢力でもありますし、まだいずれも一割以下といつた收容幼兒數でございますので、この際は
まずお互いにどつちでもよいから、幼兒收容機關が殖える方がよいのでなかろうかというので、
私どもとしては不本意でありましたが、兩方とも自分たちの機能を發揮して、幼兒教育のために
盡そう。そうして保育内容につきましては、幼稚園の方でいろいろきめて、教育的のものを託兒
所の方でも見てもらう。幼稚園の方におけるいろいろな幼兒の保護に對する施設については、厚
生省の方でもできるだけの援助をしてもらうといつたようなところで、今折れ合つて、兩方とも
並列していくという状態であります。將來の問題についてはお互いの力關係が強くなるにつれて、
何とか善處解決していかなければならぬと思うのであります。8
２．保育所への一元化論
一方、厚生省や保育事業関係者は、乳幼児保育を社会事業の立場から法制化し、保育所に一元化す
ることを強く求めていた。
当時厚生事務官だった松崎芳伸の日誌の 1946（昭和 21）年 12 月 6 日の項には「副島女史、保育所
についてアド ィス。幼稚園と保育所の行政を厚生省に一本化せよと。」と記述されている。9
副島女史とは、副島ハマ（1905～1998）のことである。副島は、長崎県島原の出身で、1922 年（大
正 11）に平安女学院専攻部保姆科を卒業した後、幼稚園、高等女学校、大日本婦人会本部などに勤
務した。戦後、厚生省児童局の初代保育課長に就任した吉見静江（セツルメント興望館館長）に請わ
れて、1945 年に厚生省嘱託となり、省内で唯一の現場経験者として保育所保育の指針作成や保育内
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容の整備に尽力したことで知られている。10
その副島が訪問して 1ヵ月をへない 1947（昭和 22）年 1月 2日の松崎の日誌には、「保育所と幼稚
園の関係について、教育研究所の三木安正氏と議論。就学前児童の教育は幼稚園に一元化すべしとい
うのが三木氏の論。一元化する要なしと答える。」と記されている。11 三木（のち東京大学教授）が、
文部省の方針を松崎に打診したものと考えられる。
この時期、文部省・教育関係者と厚生省・保育事業関係者は、それぞれの立場から幼児保育の制度
的一元化を目指してしのぎを削っていた。文部省や教育刷新委員会のメンバー（倉橋は委員）は、戦
後教育改革の一環として四、五歳児教育の幼稚園一元化と一年間の義務制を構想していた。これに対
して、厚生省や保育事業関係者は、児童福祉法の成立をテコに保育所の普及と乳幼児保育の保育所へ
の一元化を強く求めていた。
例えば中央社会事業協会は、「児童保護法［児童福祉法の前身］要綱案を中心とする児童保護に関
する意見書」（1947.1）において、恒久的児童保護対策として幼児の保育制度を拡充強化し、その徹
底を図るために、「イ 全国各市町村に公私設保育所を少なくとも一ケ所以上設置する。ロ 大都市
に於ては各区域に分ち夫々必要数を設置する。ハ 幼稚園制度と保育所制度とを一元化する。」こと
を国に求めていた。12
これらの要望は、児童福祉法案制定促進に向けて開催された「全国児童福祉大会」（1947.5.18、於
日本赤十字社）において、地方から提出された議案として採択された。保育所に関する議案には、そ
れぞれ中央社会事業協会側が付した説明が加えられている。少し煩雑にはなるが、当時の保育事業関
係者の思いがよく現れているので、抄録しておきたい。13
第一号議案
二、（7） 幼稚園を廃止して保育所に統合せられたい（愛知県）
（説明）学校教育法第七章によって幼稚園は依然として法的根拠を持つことと成ってゐるが仝法
第七十八条によって明示せられる処の幼稚園の性格は、保育所が現に実施してゐるもの
と何等変ることがないものである。唯それが違ふ所は幼稚園が教育的粉飾を冠してゐる
のに反して保育所は社会的な要求を担ふてゐるといふに過ぎないものである。……児童
福祉法の使命が……社会的又は経済的な差別待遇を撤去してこの国に産まれた喜びと恵
沢とを与へる事を念願としてゐる点より観ても学校教育法による幼稚園の規程は削除せ
られて本法に包括統合せらるべきものと思はれる。
二、（10）幼稚園と保育所の区別を撤廃されたきこと（宮城県）
（説明）小学校に入学前の教育を目的とする幼稚園と勤労大衆の子女の託児を目的とする保育所
とは今やその実態において著しい相違を認め難い、よって速かに幼稚園と保育所の差別を
撤廃しすべて児童は心身ともに健かに育成されるために必要な生活を保障されその資質
及環境に応じひとしく教育され愛護されることを原理とする児童福祉施設とせられたい。
三、（4） 幼児保育の重要性に鑑み保育事業の一元的法制化について（千葉県）
（説明）幼児の健全なる育成は敗戦国家再建の基幹であり之等施策は国民教育実施の一環として
の施策を所要と認むるも何等之が公的施策なきは甚だ遺憾の次第でありますので国民教
育実施と同様市町村に於て法律に依り義務として之を実施するの要、緊切なりと認むる
に依るものである。
第二号議案
一、（7） 保育事業の義務制度確立に関する建議（山口県）
（説明）本件は乳幼児保育の重要性に鑑み之が国家的義務理念のもとに行なはれ、以て乳幼児の
保護及び養育の均等的民主化を樹立せんと希求するものである。
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二、（6） 児童福祉事業特に保育事業の拡充強化に就いて（宮城県）
（説明）1、保育事業従事者の待遇を改善すること
2、給食制度を実施すること
このように厚生省・保育事業関係者の間では、母性保護や就労保障を優先させる社会事業としての
保育という考えが前面に立っていた。もちろん都市部を中心に、従来の託児所から脱皮して教育的配
慮の行き届いた保育所も増えてはきていた。しかしながら、地方においては、生活のためにわが子を
長時間預けなければならない勤労者世帯が多く、その要求に切実なものがあった。このような現状を
踏まえて厚生省は、現実的対応を選択することになる。児童福祉法案が国会に上程されたとき、厚生
省児童局が準備した答弁資料では、児童福祉法第 37 条の「保育」の意味について、次のような説明
がなされている。
［保育所の保育は］学校教育法の現実による幼稚園の保育と、意味を同じくしない。保育所の
保育内容は、幼稚園のそれによる必要はない。しかし、保育所経営者が、幼稚園の保育内容によ
ろうとするときは、保育所と幼稚園の二枚看板をかければよい。幼稚園が、第二十三条に規定す
るように、保護者の労働時間中、乳幼児をあずかろうとするときは、この法律による保育所の看
板をかける。14
都市部を中心に発展をとげてきた幼児教育をする保育所は、保育所と同時に幼稚園の看板をかかげ
ればよい。保育所保育と幼稚園保育をすり合わせして一元化するのではなく、二元並立やむなしとの
道を選んだのである。厚生省当局がそう判断せざるを得なかった背景には、敗戦直後という時代状況
があったことは見逃せない。当時、保育所にどのような役割が期待されていたかについては、次の答
弁資料がよく説明している。
問 保育所は労働保護の面を多くもってゐると思ふが、児童一般の保護法規に一緒に規定する事
は不適当でないか。
答 第一保育所は、児童の環境を良くするために入所させるところであって、乳幼児を有する保
護者が安心して働き、労働能率を高めることによって生計が補助され、子の生活と発育を保障
ことになります。第二は、乳幼児が共同生活をすることによって正しい社会性と心身の健康な
育成をすることができます。第三は、いままで恵まれなかった勤労大衆の母が時間的に養育の
任務より解放され、国家の経済、文化並びに政治的活動に参加し、又は、教養をうけ、休養す
ることによって家庭生活の向上改善を図りその結果は乳幼児の福祉を増進させる基盤となりま
す。このように児童を中心に施設の一個の機能が各側面に作用している関係上本法に一緒に規
定致しました。15
また、答弁資料は、幼稚園と保育所の一元化が困難な理由として、両者の社会的機能の違いをあげ
ている。保育所においても、子どもを単に預かるだけでなく、心身の発達に応じた教育が必要である
ことは認めているものの、あくまでも子どもの保護者である母親等の生活支援に重点があることを強
調しているのである。
問 幼稚園と保育所とを一元化しないのか
答 幼稚園というのは、学校教育法に規定されている学校の一であって、学校教育法による教育
を行う機関であります。保育所というのは、これと観点が異なりまして、児童を委託した保護
者の負担を軽減し、考える暇さえもたないわが国の母親等に愉快に勤労する余裕を与えようと
することに主眼があるのであります。勿論、保育所においては、単に児童を預かるというだけ
ではなく、適切な環境と心身の発達に応じた躾、知識等を与えることはいうまでもないのであ
りますが、保育所と幼稚園とはその持っている社会的機能が異っていると考えざるを得ないの
であります。
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問 保育所は単なる保護施設か
答 保育所は、単に乳幼児又は幼児を一定時間預り、これら児童が怪我をしない程度に収容する
施設というだけではなく、勿論積極的に適正な環境を与え、心身の発達に応じた躾、知識等を
与えることもいたすわけであります。しかし、幼稚園とはその機能を異にし、その児童を保護
する母親等の生活的余裕を与えることに重点があるのであります。16
当時、厚生省児童局の企画課長として児童福祉法案の内容説明にあたった中川薫治は、託児施設の
必要性は教育以前の問題として、次のように述べている。
働く母親を援助するための託児施設の必要性は、就学前児童の［教育の］在り方を云々する議
論の前に存在する。それは、教育という、いわば高度の要求を満たすに十分な人的物的設備のそ
なわることを要求するより以前に、必要な場所にそれが存在することをまず要求するのであ
る。17
結局、保育所は、母性保護・就労保障という社会政策的観点から、幼・保二元制度を前提とする児
童福祉施設として出発することになった。児童福祉法は 1947 年 12 月 12 日に成立した。
３．保育所の幼稚園化をめぐって
実は、文部省のもとに一元化することを主張していた倉橋惣三であれ、厚生省のもとに一元化する
ことを求めていた副島ハマであれ、保育の現場に軸足をおいていた論者の間では、乳幼児保育のあり
方についての認識にそれほどのへだたりはなかった。副島は言っている。
幼児保育施設は幼稚園であれ、託児所であれ、同様な教育的内容をもたなければならない……。
私達は幼児教育者として、長年、幼稚園、託児所の一元化を願って来ました。今新しく、文部省
と厚生省とが、学校教育法案と児童福祉法案との二つの法案に於いて、別々に幼児保育施設を認
めることになれば、従来の弊害が愈々濃くなるのではないかと案ぜられます。18
また、別の機会に副島は「保育所は幼児の『心身ともに健やかに育成される』（［児童福祉］法、第
1條第 1項）ためにあるものでありまして、大人のために存在するものでない」と述べている。19 副
島が保育所保育を通して実現したかったのは、社会事業としての託児施設ではなく、子どもの健やか
な育成をはかる保育施設だったのである。
これと呼応するように倉橋は、厚生省保育課長の吉見静江をまじえた座談会の席で、「学校という
のもウェルフェアの一つと考えるし、又教育なきウェルフェアというものは考えられないけれども、
学校教育法の中にある幼稚園というものは、ウェルフェアという事を当然の仕事と考えているので
しょうかね」と大島文義（文部省初等教育課長）に質問している。20 大島からの明確な返答はなかっ
たが、倉橋のこの発言は、副島とは正反対の方向から、既存の幼稚園保育のあり方を問うたものとい
えるであろう。
保育所と幼稚園の一元化を困難にした背景には、戦前以来の文部・厚生両省間の権限争いがある。
戦時中に文部省調査部がまとめた調査資料中の一文は、こうした両者の関係を象徴的に表している。
本来、保育と言う言葉は幼稚園教育のことを意味するものとして明治以来通用していたのであ
るが、託児所が託児と言う名称を嫌って保育所と呼び、且昼間託児事業を保育事業と呼ぶように
厚生省に要求し、厚生省が文部省に無断でかかる名称を許容すると共に、自らも用いていること
は、託児所の幼稚園化という事実を物語る一事でもある。21
厚生省関係者は、戦前以来の「託児所の幼稚園化」、すなわち「保育所の幼稚園化」が幼・保一元
化に根拠を与えたと考えていた。企画課長だった中川薫治は、児童福祉法制定時に、次のように発言
している。
必要な場所に必在するという要求から生まれた保育所が、委託を受けた児童のあつかい方を、
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次第に幼稚園の保育方式に近づけつつあるのである。しかも、特に東京などの都市にある保育所
においては、最初から幼児教育を目指して出発した幼稚園と同質同量の人的物的設備をそなえて
いるものもある。ここに保育所、幼稚園の一元化論の論拠がでてくると思う。22
しかし、保育所の幼稚園化は、なにも都市部にかぎったことではなかった。先に引用した座談会の
中で、吉見静江（厚生省保育課長）や鈴木とく（江東橋保育園長、日本保育連合会常任理事）が証言
している。23
一番こまるのは一つの村一つの町に幼稚園と保育所の両方がないということです。東京なら両
方ありますが、地方で保育所が一つしかない場合なんか、その一つの保育所に何でもかんでも持っ
て行く。……これが所謂「保育所の幼稚園化」の原因だと思うのです。（吉見静江）
日本では色々な事情で保育所の中で、幼稚園教育をやらなければならない場合があるのではな
いでしょうか。保育所の中にはたしかに幼稚園の時間というものがあります。それが表面化して、
「保育所の幼稚園化」というような事をいわれているのですが、……（鈴木とく）
保育所と幼稚園の保育内容における類似性は、当時の教育学事典でも確認することができる。「保
育」項目を担当した多田鐵雄は、幼稚園の保育目標と保育所の保育目標を次のように記している。24
幼稚園の保育目標
1）健康で安全な生活ができるようになる（健康）
2）幼稚園内外における身ぢかな集団生活に適応できるようになる（社会）
3）自然に、興味や関心をもつようになる（自然）
4）ことばを正しく使い、童話や絵本などに興味を持つようになる（言語）
5）自由な表現活動によって、創造性をゆたかにする（音楽リズム・絵画製作）
保育所の保育目標
1）保健指導（①健康状態の観察 ②個別検査 ③それに応じた適当な措置）
2）生活指導（①習慣の形成②遊びの指導 ③能力の育成 ④道徳の育成 ⑤そのほかの生活指導）
3）家庭環境の整備（両親教育を含む）
一方、「保育所」の項目を担当した吉見は、「保育所は家庭がその子どもをまもるというほんらいの
責任をはたすことができるように協力するものであって、生活指導の目標は、‘心身の健全なる育
成’にあり、具体的な内容はつぎのとおり」として、4点にわたって説明している。25
1）健康教育 それについては、毎日健康監察をおこない、疾病の予防につとめる。……
2）正しい人間関係のありかたを経験させ、健全な生活態度を身につけさせるために、じゅう
ぶんな理解と愛情のあるあつかいをし、自由な遊びの展開のうちに自主性、社会性がやし
なわれるような機会をあたえるようにする。
3）子どもの身辺の事物を理解し、興味を豊かにもつように、保育用具、遊具、玩具などを整
備し、あそびの内容を豊かにするように注意する。
4）集団生活のうちに、子供たちの感情生活にわだかまりのない、安定感のある生活の場をみ
つけだし、社会的適応ができるよう指導することが必要である。
また、教育とのかかわりについては、「保育所は、学校教育に準ずるものでなく、いわゆる技能教
育にかたよらず、全般の生活指導をなすもので、そのうちに教育が含まれている。」と説明している。
保育所での保育は、学校教育ではないけれども生活指導の中において広義の教育を行っている、とい
うのである。
保育所がこのような実態にならざるを得なかった背景には、先に触れたような地域の実情があった。
就学前の年齢になった子どもは、地域に保育所しかない場合、保育に欠けるわけでなくても保育所に
入所してくる。そして、それらの子どもたちは、発達段階からいって生活指導にとどまらない指導が
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求められる。そこで、幼稚園の保育内容と同じような指導が、子どもたちの発達を保障する上からも
必要となってくる。
しかしながら、このような「保育所の幼稚園化」は、児童福祉法上の保育所の機能とは異なるもの
であった。1960 年に行われた行政監察で、行政管理庁から問題の指摘を受けることとなったのは当
然のことである。
保育所に保育に欠けない子どもが入所しており、その運営が「幼稚園と類似の運営」となって
いるものがある。（行政管理庁「行政監察報告」1960）26
保育行政が筋が通っていないことにあり、その原因は厚生・文部両省の権限争いにあるものと
思われている。（九州管区行政監察局長「地方監察結果概要報告書」1960）27
戦前以来の文部・厚生両省間の権限争いによって二元的な保育制度が 10 年余り経過し、保育をめ
ぐる矛盾が拡大する様相を帯びていた。そのようなときに、行政監察によって問題点の指摘を受けた
ため、両省の局長レベルでの調整が図られた。その結果、1963 年に両省局長による通達が出され、
幼児教育の将来に対する指針が示されたのである。通達の内容は、下記のとおりである。
一 幼稚園は幼児に対し、学校教育を施すことを目的とし、保育所は、「保育に欠ける児童」の
保育（この場合幼児の保育については、教育に関する事項を含み保育と分離することはできな
い。）を行なうことを、その目的とするもので、両者は明らかに機能を異にするものである。
現状においては両者ともその普及の状況はふじゅうぶんであるから、それぞれがじゅうぶんそ
の機能を果たしうるよう充実整備する必要があること。
二 幼児教育については、将来その義務化についても検討を要するので、幼稚園においては、今
後五歳児および四歳児に重点をおいて、いっそうその普及充実を図るものとすること。この場
合においても当該幼児の保育に欠ける状態があり得るので保育所は、その本来の機能をじゅう
ぶん果たし得るよう措置するものとすること。
三 保育所のもつ機能のうち、教育に関するものは、幼稚園教育要領に準ずることが望ましいこ
と。このことは、保育所に収容する幼児のうち幼稚園該当年齢の幼児のみを対象とすること。
四 幼稚園と保育所それぞれの普及については、じゅうぶん連絡のうえ計画的に進めるものとす
ること。この場合、必要に応じて都道府県または市町村の段階で緊密な連絡を保ち、それぞれ
重複や偏在を避けて適正な配置が行なわれるようにすること。
五 保育所に入所すべき児童の決定にあたっては、今後いっそう厳正にこれを行なうようにする
とともに、保育所に入所している「保育に欠ける幼児」以外の幼児については、将来幼稚園の
普及に応じて幼稚園に入園するよう措置すること。
六 保育所における現職の保母試験合格保母については、幼稚園教育要領を扱いうるよう現職教
育を計画するとともに、将来保母の資格等については、検討を加え、その改善を図るようにす
ること。28
この通達文の意味するところは、幼・保一元化問題の戦後における出発点にやっと立ち戻ったとい
うことである。
これまで、戦後改革の過程で学校教育法と児童福祉法が成立し、それにともなって幼稚園と保育所
が制度的に二元化して発展してきた経過を述べてきた。戦後の 20 年間は、幼児教育にとって、幼児
保育の普及が不十分だったことと、教育理論として深める時間的余裕がなかったこととがかさなり、
時代に翻弄されてきたといえる。「保育」概念に本来賦与されていた福祉的要素がかえりみられ、改
めて理論的に検討されるようになるには、さらに 20 年の時間と紆余曲折が必要となるのだが、これ
らのことについては、次回以降の検討課題としたい。
君島 茂
－ 78 －
註
1 児童福祉法研究会編集・解題『児童福祉法成立資料集成 下巻』ドメス出版、1979 年、p.642－643。
2 日本近代教育史料研究会編『教育刷新委員会・教育刷新審議会会議録 第 6巻』岩波書店、1997 年、p.286－
287。
3 同上、p.286－287。
4 同上、p.287。
5 「幼児保育と幼児教育」『幼児の教育』第 40 巻第 11 号、日本幼稚園協会、1940 年。『倉橋惣三選集 第 4巻』
フレーベル館、1967 年、p.271－272 所収。
6 同上、p.273－274。
7 日本近代教育史料研究会編、前掲書第 6巻、p.473。
8 衆議院教育基本法案委員会議事録、1947.3.19。
9 児童福祉法研究会編集・解題『児童福祉法成立資料集成 上巻』ドメス出版、1978 年、p.776。
10 原鉄郎「戦後の混乱期における副島ハマの業績」日本保育学会大会研究論文集No. 52、1999 年、p.440。
11 児童福祉法研究会編集・解題、前掲書、上巻、p.776。
12 同上、p.696。
13 同上、p.732－736。
14 「児童福祉法案逐条説明（答弁資料）」児童局、1947.8.5。児童福祉法研究会編集・解題、前掲書、上巻、p.807
所収。
15 「予想質問答弁資料 第一輯」児童局、1947.7.30。同上、上巻、p.871。
16 「予想質問答弁資料 第三輯」厚生省児童局、1947.8。同上、上巻、p.886。
17 岡田正章「保育所と幼稚園との関係についての研究 その一（両者の相異点・類似点とその考察）」教育学
研究、第 35 巻第 3号、1968 年、p.5。
18 副島ハマ「幼児保育に関する新らしい法律案」『幼児の教育』第 46 巻第 3号、日本幼稚園協会、1947 年、p.18。
19 副島ハマ「児童福祉法における保育所の意義」『幼児の教育』第 48 巻第 4号、日本幼稚園協会、1949 年、p.16。
20 倉橋惣三・吉見静江他「座談会 幼児問題を語る」『幼児の教育』第 51 巻第 5号、日本幼稚園協会、1952 年、
p.22。
21 文部省調査部『幼児保育に関する諸問題』調査資料第 7輯、1942 年。復刻版、湘南堂、1981 年、p.28。
22 岡田正章、前掲書、第 35 巻第 3号、1968 年、p.5。
23 倉橋・吉見他、前掲書、第 51 巻第 5号、p.23 および p.24）
24 下中弥三郎編『教育学事典』第 5巻、平凡社、1956 年、p.226。
25 同上、p.227。
26 岡田正章、前掲書、第 35 巻第 3号、1968 年、p.28。
27 同上、p.28。
28 各都道府県知事あて文部省初等中等教育・厚生省児童局長連名通達「幼稚園と保育所の関係について」（文
初第 400 号・児発第 1046 号、1963 年 10 月 28 日）
国会会議録および帝国議会会議録については、国会会議録検索システム（http : //kokkai.ndl.go.jp/）および帝
国議会会議録検索システム（http : //teikokugikai-i.ndl.go.jp/）による。
また、文中の[ ]内は、筆者が理解を補うために付け加えたものである。
平安女学院大学研究年報 第 9号 2008
－ 79 －
Change of“Hoiku”Concept in Preschool Education（2）
－a problem of“day-care centers similar to kindergartens”－
Shigeru KIMIJIMA
When an argument for the institutional integration of preschool education happened after the world
war II, there was at the base a problem concerning“care”and“education”.
About this problem, Sozo Kurahashi said“care was education”and insisted that it was desirable for
more four-years-old children to be educated under the Education Ministry. But, the Ministry of Health
and Welfare demanded to legislate infant and toddler care as child welfare. Since day-care centers were
different from kindergartens in social roles, the care contents of them were not the same as
kindergartens. Day-care centers were placed as child welfare institutions based on the Child Welfare Law.
As a result, day-care centers made a start under the binary preschool system. However, both
kindergartens and day-care centers had similar educational content. And then, children had to enter a
day-care center when a community has only one even if they are no“lack of care”. These“day-care
centers similar to kindergartens”were far from the original role of them. The problem was made by the
binary preschool system.
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